日米同盟と沖縄を考える　
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　最近、在日米軍に関連することでよく新聞などのメディアに取り上げられる問題に沖縄のアメリカ海兵隊普天間飛行場の移転問題がある。今からちょうど10年前に当時のアメリカ大統領クリントン氏と日本の内閣総理大臣橋本氏の間に同飛行場の移転が合意された。具体的な移転先としては名護市の辺野古沖を埋め立てることが決まり、これも閣議決定された。

　普天間飛行場の移転の背景には、当時沖縄で盛り上がった反基地闘争や普天間飛行場が市街地の真ん中にありその危険性が叫ばれていたことなどがある。いずれにしても沖縄県民の悲痛の訴えに対して戦後50年経ってから日米両政府が重い腰を上げ、沖縄の大幅な基地負担軽減にはつながらない県内移設という方針で答えたに出来事だった。名護市民は当初移転に反対であったが、飛行場が民家から離れる沖合いに設置されることを条件に飛行場の受け入れを承諾した背景がある。

　そういった背景を踏まえる普天間飛行場の移転先が今年5月に辺野古崎（より民家に近づく）に移転されることが市民の承諾を経ないで日米協議で合意された。

　この事実は今日の日米安保を背景にした在日米軍基地を巡る問題を端的に表しているように思う。つまり、日本政府は日米安保の維持を盾にして沖縄県民など実際に基地の負担を強いられる国民の声をまともに受け入れることがないという問題である。

　私たちの発表では第一週目には以上のような日米安保を背景にして起こる現実的な問題点を指摘して（具体的には沖縄、日米地位協定）検討し、第2週目には日米安保条約に基づく日米同盟の批判・検討を行いたいと思う。
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